「福祉国家」を比較して考えるための五冊 by 竹内 慶至
　「社会」
に
つ
い
て実験す
る
こ
と
は可能だ
ろ
う
か。
恐ら
く、
厳密に
は不可
能である。なぜなら、再現性がないからである。自然科学において通常求められるよう 再現性を社会の領域で見出すのは不可能なことだ。しかし、近年では「実験社会科学」と称して、経済学や社会心理学などでゲーム理論をベースに「実験」手法を用いた研究が増えつつある。これは
こ
れ
で一つ
の流れ
と
し
て
は理解で
き
る
が、
人間行動の
す
べ
て
を
「実験」
のみで明ら にすること でき いだろう。　
では、自然科学的な意味で「実験」することができない「社会」を前
にして、社会科学者たちはどうしてきたのだろうか。筆者が専門とする社会学などでは「比較」という方法を用いて、特定の社会の特徴を明かにするということを行ってきた。 の「比較」という手法は、同時代の別の社会を比較することもあれば 同じ社会のある特定の時点 それとは別の時点を比較することもある。後者の比較研究は一
種の歴史研究
になる。　
今回紹介す
る
の
は
「福祉国家」
に関す
る著作で
あ
る。
「福祉国家」
と
は
何なのか、 いう は難しい問題ではあるが、さ あたりここ 、医療
・
保健
・
教育
・
雇用
・
住宅などに関する社会政策を通じて、国民の安
定的な生活の実現を図る国家としておこう。 のことを前提にするなら
ば、福祉国家による様々な社会政策は私たちの生活にとって必要不可欠な前提条件である。だが、近年、日本を じめとする先進諸国は福祉国家の限界や危機とでも言うべき事態に直面している。格差や先進 における貧困、外国人に対する排外主義的な動きなどであ このような動きに対して、これから私たちはどのよう を築いていけばよいのであろうか。今回は「比較」 いうことを念頭に置き、そのような問題を考えるにあたって役に立ちそうな文献、これは是非とも押さえておいてほしいと考えるものを選んだ。①
  イエスタ・エスピン
―アンデルセン（岡沢憲芙・宮本太郎監訳） 『福祉
資本主義の三つの世界』ミネルヴァ書房、二〇〇一年（一九九〇 ）　
本書は、福祉国家あるいは、比較福
祉の議論において必ず言及される
文
献
で
あ
り、
も
し、
「
福
祉
国
家
に
関
す
る
も
の
を
ひ
と
つ
だ
け
推
薦
し
て
ほ
し
い」と言われたならば、誰もが真っ先 挙げるであろう一冊であ 。本書
は
社
会
学
に
と
ど
ま
ら
ず、
政
治
学、
経
済
学、
教
育
学、
社
会
福
祉
学
な
ど、
広範な研究領域に多大なインパクトをもたらし　
著者の
イ
エ
ス
タ
・
エ
ス
ピ
ン
―ア
ン
デ
ル
セ
ン
は
デ
ン
マーク生ま
れ
の社会学
者で、コペンハーゲン大学で人口統計学、経済学、社会学を学び ウィ
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スコンシン大学マディソン校で博士号を取得した。現在は、スペインのポンペウ
・
フェブラ大学の社会学教授を務めている人物である。
　
後述す
る
が、
本書に
よって提示さ
れ
た
「三つ
の福祉国家レ
ジーム」
、
す
なわち自由主義レジーム、保守主義（コーポラティズム）レジーム、社会民主主義レジームの三類型はあまりにも有名である。それまでの福祉国家論では、主として給付国家の量的な側面が注目されてきたが、本書で
は福祉国家が
い
か
に形成さ
れ
て
き
た
か
と
い
う歴史的側面に着目し
つ
つ、
福祉国家の質的 違いを明らかにしている。このような類型論を導き出すために、著者は「脱商品化」と「階層化」という概念を導入した。この二つの概念は非常に面白い部分でもあり、是非 も押さえておきたいポイントである。　
ま
ず、
「
脱
商
品
化
」
と
は、
労
働
者
が
労
働
市
場
に
依
存
し
な
い
で
生
き
て
い
くことのできる程度を表わす概念である。私たちの生きる資本主義社会においては、日々の
生活を送るために、自分自身を「労働力」として市
場に提供し「商品化」されることによって、賃金を得ることができるようになっている。だが、病気やケガ 仕事が きな ときはどうすればよいのだろうか、あるいは障害や老化 よって仕事ができない きはどうなるのか。脱商品化の度合いが高いということは、市場に依存 ないと
い
う
こ
と
で
あ
り、
端
的
に
言
え
ば
自
分
自
身
を
商
品
と
し
て
売
ら
な
く
て
も、
その社会で生活を送ることができるということである。つまり 脱商品化の度合いの高い社会であれば 病気やケガなど 稼ぐ ができ くなったとしても困る可能性が低い。逆に脱商品化 度合 の低い社は、病気やケガ、障害 どにより働くことができなくなってしまった場合は、生活に困る可能性が高いという である。　
他方、
「階層化」
と
は、
福祉国家に
よって
ど
の
よ
う
な階層が
つ
く
ら
れ
る
か、という視点のことである。通常、税金を徴収する目的は、国家 地方
自治体などが国や街を運営して く費用を捻出するためとイメージし
がちであるが、税金の機能のひとつ して「所得再分配」 こ も重要なポイントだ。つまり、税金を徴収し、それを様々 かたち 再度
市民に還元することで、社会の平等性を高め、格差を縮小させるということである。　
著
者
は
脱
商
品
化、
階
層
化
の
概
念
を
用
い
な
が
ら
計
量
分
析
を
行
う
こ
と
で、
福祉国家の類型化を行った。その結果導き出されるのが先述した三つの「福祉国家レジーム」である。　
自由主義レジームとは、ミーンズテスト付きの扶助、最低限の所得移
転や最低限の社会保険が見られるような国々のことである。つまり、脱商品化の度合いが最も低い が自由主義レジームである。自由主義レジ
ー
ム
の
国
々
で
は
市
場
の
影
響
力
が
強
く、
国
家
に
よ
る
福
祉
の
提
供
で
は
ス
ティグマをともなうことも多い。典型的 はアメリカ、カナダ、オーストラリアが挙げられる。　
続く保守主義（コーポラティズム）レジ
ームでは、カトリック教会や
カトリック政党などの影響力が強く、男性の稼ぎ主 加入 職域ごとの
社
会
保
険
が
発
達
し、
家
族
主
義
的
な
制
度
が
発
達
し
た
国
々
が
当
て
は
ま
る。
具体的にはオースト やフランス、ドイツやイタリアなどの大陸ヨーロッパの国々が当てはまる。　
最後の社会民主主義レジームは、本書において著者が最も強調するレ
ジーム類型であり、脱商品化の度合いが最も高くなっている。これらの国々では、労働運動 強い影響力 もとで普遍主義的 福祉制度が発達した。具体的には、スウェーデンやデンマークなどの北欧諸国である。　
このような類型化は非常にわかりやす 、しかも周到な分析に基づい
たものであったため 現在に至るまで多くの研究に多大な を及ぼした。だが、影響力が大きかったということは、それだけ く 批判も招いた。　
本書の監訳者の一人である宮本太郎は、その批判を①フェミニストか
らの批判、②レジーム類型論をめぐる批判
、③福祉国家の環境変容に関
する批判、④非営利組織研究からの批判の四つ まとめている。　
本書が出版されてからすでにまる三十年経ったが 現代の福祉国家の
議論は本書から出発することが多く、これをいか 乗り越えていくかは
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いまだに重要な課題となっている。②
  水島治郎『反転する福祉国家』岩波書店、二〇一九年（二〇一二年）
　
本書は、
エ
ス
ピ
ン
―ア
ン
デ
ル
セ
ン
に
よ
る三類型で言う
と
こ
ろ
の
「保守主
義レ
ジーム」
に位置づ
け
ら
れ
る、
「オ
ラ
ン
ダ
モ
デ
ル」
福祉国家の形成と
そ
の変容について描くことにより、福祉国家における包摂と排除の問題を論じるものである。著者の水島氏はヨーロッパ政治史、ヨーロッパ比較政治を専門とする政治学者である。　
本
書
に
お
い
て
議
論
の
俎
上
に
載
せ
ら
れ
る
の
は、
福
祉
国
家
と「
移
民
政
治
」
の関連で
あ
る。
オ
ラ
ン
ダ
は、
「オ
ラ
ン
ダ
モ
デ
ル」
と
し
て特に
「ワーク
シェ
アリング」による雇用
・
福祉改革、非正規労働の正規化などによって注
目されている国のひとつである。だが他方 、他のヨーロッパの国々と同様に、ある はそれ以上に、移民政策における移民排除や移民統合によって移民
・
難民に対し
て厳し
い政策を
と
る
よ
う
に
なって
き
た。
こ
の
よ
う
な「包摂」と「排除」と言えるような、相反す 動向の背後 ある「ロジック」を解明しよ
うというのが本書の目指すところであり、その際に
重要になるのが「福祉国家」という側面であ 。　
つまり、オランダのように福祉国家が比較的発達し、そのうえ これ
までリベラルな移民政策を採用してきた国 おいて、なぜ近年になって新右翼が躍進し排外主義的な政策がとられ ようになってきたのかという問題である。著者 よれば、福祉国家 「移民政治」の関係は、単に政治の争点が前者から後者に移ったということではなく、福祉国家の再編問題、特に福祉国家のメンバーシップ＝シティズ シップの再定義問題があるという。　
では、このような福祉国家（＝包摂）において排外主義（＝排除）が
抜港するという「パラドクス」を生じさせるカギは何なのか。それを著者は「参加」の論理であると述べる。　
現代の福祉国家に
お
い
て
は、
女性や障害者、
高齢者、
場合に
よって
は子
どもまでも、何らかの形で経済社会に貢献するよう 「参加」型の社会
を志向する。しかし
、「参加」を通じて「包摂」を進めれば進めるほど、
「包摂し
が
た
い」
存在を生み
だ
す
よ
う
に
な
る
と
い
う。
具体的に
は、
非西洋
圏の出身者に言語や文化に関するテストを課して、それにパスしなければシティズンシップを付与しない、といったようなことが行われるようになってきている。だが、同じようなこ はヨーロッパだけで起こっているわけではない。日本でも 例えばフィリピン人看護師
・
介護福祉士
をめぐ 問題において同様のことが起こってい 。その意味で、福祉国家と移民政治の問題は、オランダをはじめとするヨーロッパだけの問題ではないと言えよう。③
  髙橋絵里香『老いを歩む人びと』勁草書房、二〇一三年
　
本書は、フィンランド西南部に位置する群島町（仮称）における高齢
者福祉の具体的な姿を描くことを通し 、福祉国家フィンランドの姿を映し出そ
う
と
す
る民族誌で
あ
る。
社会福祉に関す
る大枠の制度は、
通常、
国家によって定められるが、実際の福祉サービス 提供主体は地方自治体で
あ
る。
そ
こ
で本
書で
は群島町と
い
う限定さ
れ
た
エ
リ
ア
に焦点化し、
群
島町と
い
う
「行政単位」
を便宜的に
「全体」
＝分析単位と
し
て設定し、
そ
こ
に
お
け
る社会福祉の固有性を見出し
て
い
く
と
い
う方略を採用し
て
い
る。
　
群島町の社会福祉の固有性に関して、本書で提出される重要な結論は
二つある。ひとつは、言語集団間のポリティクスの問題が、実は福祉国家の理念と深く結び いているということ。もうひとつは、福音ルーテル派教会に代表される第三セクターの活動が群島町の福祉実践に大きく影響しているという とである。福祉国家とキリスト教 ような宗教の結びつきについては他の研究でも度々ふれられているので、ここでは特に前者の、言語ポリティクスと福祉国家という一見に珍しいテーマについて取り上げよう。　
デンマークの他の地域においては、スウェーデン語話者もしくはフィ
ンランド語話者 どちらかが自治体内で圧倒的多数を占めるが、群島町ではスウェーデン語話 と
フィンランド語話者が、人口の割合でほぼ一
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対一の均衡状態であるという。それを反映して群島町にはスウェーデン語教区とフィンランド語教区の二つの教会教区が共存している。　
その背後には、国民の八〇％が福音ルーテル派教会に属し、いわゆる
ルター派プロテスタントが事実上の国教会として君臨 きたという歴史的背景がある。さらに、かつてのスウェーデン王国によるフィンランド支配、十九世紀になってからのロシアへの支配体制の移行、ロシア革命の混乱のさなかのロシアからの独立、第二次世界大戦で敗戦国となりロシアに一部領土を割譲したこと よる難民 発生など、非常に複雑な歴史的背景がこの地域の独特の言語状況や文化、社会関係を醸成 きたという。　
だが、他方で、どのような複雑な状況があったとしても、普遍主義的
に「すべての利用者にとって等しくアクセス可能な社会サービス」を提供す
る
こ
と
こ
そ、
「福祉国家」
の理想で
あ
る。
具体的に
は、
群島町の
ケ
ア
ワーカーは二つの言語を流暢
に操ることが求められたり、高齢者向けの
催しはスウェーデン語話者もフィンランド語話者もどちらも同じような頻度で参加可能な
よ
う
に配慮さ
れ
た
り
す
る
な
ど、
「平等」
を志向し
た対応
がなされているという。こ ように、具体的な実践状況のなかに、群島町の多言語状況と福祉国家の理念 の深いつな りを見出すことができるのである。　
本書も
や
は
り
エ
ス
ピ
ン
―ア
ン
デ
ル
セ
ン
の影響の
も
と
に書か
れ
た著作で
あ
る
が、
エ
ス
ピ
ン
―ア
ン
デ
ル
セ
ン
の著作以上に地理的背景、
歴史的背景を考
慮に入れ、
「社会民主主義レ
ジーム」
の内実に
つ
い
て明ら
か
に
し
て
い
る好
著であると言えよう。④
  倉石一郎『アメリカ教育福祉社会史序説』春風社、二〇一四年
　
四冊目と
し
て取り上げ
る本書は、
エ
ス
ピ
ン
―ア
ン
デ
ル
セ
ン
の福祉レ
ジー
ム論において「自由主義レジーム」に分類される、アメリカ合衆国における福祉と教育の境界領域を研究対象としている。　
本書が研究対象として描くのは、ビジティング
・
ティーチャー（訪問
教師）と呼ばれ、二十世紀初頭
の革新主義（進歩主義）の時代から第二
次世界大戦終結後、公民権運動前の一九五〇年代半ばまでの時代に、学校に基盤を置きながら学業不振や長期欠席、貧困、非行や差別される子どもなどにケアや支援を行った教員たちである。現代に置き換えて言うならば、近年日本でも注目 集め始めている「スクールソーシャルワーカー」にあたる。　
福祉国家が成立した時期に関する議論は諸説あるが、第二次世界大戦
終了後、あるいは第一次世界大戦と第二次世界大戦との戦間期という説を
ふ
ま
え
る
な
ら
ば、
ビ
ジ
ティン
グ
・
ティーチャーが活躍し
た時代は
そ
の
ま
ま福祉国家成立の黎明期と重なる。この時代を著者は「ビジティング
・
ティーチャーの時代」と呼び、この時代 読み解くこと 、現在、日本を
は
じ
め全世界を席巻す
る
「『再分配な
き
（擬似）
社会保障』
の
ア
メ
リ
カ
モデルの行く末 占う作業」
（三二五頁）であるという。
　
この「再分配なき（擬似）社会保障」というのは、所得
の直接的移転
ではなく、教育福祉的プログラムへ予算配分を行い、それへの主体的な「参加」
（②の水島氏の著作に
お
い
て論点と
なった）
を
もって
「救済」
と
す
る
「迂回的な再分配」
の
こ
と
で
あ
る。
つ
ま
り、
「富の再分配を必ず
し
も伴
わ
な
く
て
よ
い社会保障政策」
（三二四頁）
で
あ
り、
富裕層や保守層の抵抗
感を和らげるために、直接貧困層に対する支援を行うのではなく、福祉的な教育プログラムに予算をつけることで、一応は社会保障を行ってるという建前を述べることができるような政策体系である。そのような意味にお て、本書は「迂回的再分配策」 ケーススタディーを提供するものであり、本書か 、良くも悪 もビジ ング
・
ティーチャー
がアメリカ的福祉国家の先兵となり「小さな政府」としてのアメリカ合衆国を形成してきたことを読み取ることができる。　
上述のように、本書は福祉国家という文脈で読むこともできるが、本
来ならば（素直に）教員組織論あ
るいは専門職論の文脈で読むべきもの
である。ビジティング
・
ティーチャーというひとつの職種が「学校」の
なか いかに他職種や子どもたち 相互作用し、教育現場の秩序が作ら
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れてきたのか、あるいは福祉と教育という異なる領域間で、どのような相互交渉を行ってきたのかについて考える材料としても非常に面白い著作である。⑤
  小熊英二『日本社会のしくみ』講談社、二〇一九年
　
エ
ス
ピ
ン
―ア
ン
デ
ル
セ
ン
に
よ
る著作を除き、
こ
こ
ま
で取り上げ
た書籍は
そ
れ
ぞ
れ、
社
会
民
主
主
義
レ
ジ
ー
ム（
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
）、
保
守
主
義
レ
ジ
ー
ム
（オ
ラ
ン
ダ）
、
自由主義レ
ジーム
（ア
メ
リ
カ）
に対応し
て
い
る。
と
は言え、
そのどれもが暗に日本を比較対象としている著作である。　
最後に取り上げるのは、日本について書かれた一冊である。著者の小
熊氏は『
〈民主〉と〈愛国〉
』（新曜社）や『単一民族神話の起源』
（新曜
社
）
な
ど、
質
量
と
も
に「
分
厚
い
」
著
作
で
知
ら
れ
る
歴
史
社
会
学
者
で
あ
る。
本書も、新書でありながら六百頁にもなる大著である。　
本書は、
日本社会の雇用や教育、
社会保障、
政治等を規定し
て
い
る
「慣
習の束」
＝「社会のしくみ」について明らかにするものである。このよう
な「社会のしくみ」を明らかに
するために、比較社会史および歴史社会
学の手法が用いられる。すなわち、明治期の資料と戦後の資料を並行して提示し、諸外国と日本の状況の比較を行うことで、現在の日本社会の姿をあぶりだしている。　
著者によれば、現代日本社会における生き方は「大企業型」
「地元型」
「残余型」
の三類型で
あ
り、
そ
の
う
ち
の
「大企業型」
に
み
ら
れ
る日本型雇
用によって、日本社会全体の構造が規定されているという。
「大企業型」
とは、大学を出て大企業や官公庁で働き、正社員で終身雇用の人生を過ごす人とその家族である。他方で 地元型 とは、地元の中学校や高校を出た後に、
そ
の地方の職業に就き人生を送って
い
く
と
い
う
も
の
で
あ
る。
　
こ
の
よ
う
な
「大企業型」
「地元型」
が、
日本に
お
け
る様々な制度の暗黙
の前提となっており 例えばかつて「日本型福祉社会 などと呼ばれた日本 社会保障制度が作られていくので る。 が問題なのは、現代日本においては、長期雇用もされ
ず地元に足場があるわけでもない「残余
型」が増えてきており、そのことによって年金や非正規雇用、貧困などの現代日本社会における様々な社会問題を生みだしているということである。　
本書では、アメリカやヨーロッパ諸国との「比較」によって日本的な
雇用慣行がどのような特徴を持っているのかについても明らかにしている。その中で、例えば 的雇用慣行の特徴 ひと であると思われている「終身雇用」のような長期雇用も、実は日本における雇用慣行の特徴ではないことが明らかとなる。　
他方で、
「新卒一括採用」
「定期人事異動」
「定年制」
等は日本の特徴で
あり、その起源は明治期の官公庁や軍隊にあるということが詳らかにされる。それら 特徴が一般 企業にも普及したのは、教育を受けた人材が不足していたという明治期の状況を反映してのことであったとも述べられている。さらに、ヨーロッパ 国々では職種別労働組合や専門職団体の運動によって雇用
に関するルールが作られてきたが、日本ではその
ような動き 弱く、むしろ企業は「官僚制」を移植することで ルールを作ってきたのであ のような意味で、日本の企業は「軍隊」のよ
う
で
あ
り、
「官僚制」
的で
あ
る
と言わ
れ
る
こ
と
が
あ
る
の
は、
歴史的経緯
によって説明できるのである。　
他国と
の比較と歴史的な分析に
よって
「現代日本社会の解剖学」
を
やっ
てのける本書は、日本の現状や社会問題について考え 際の必読書 ある。
他
に
も
本
書
で
は
様
々
な
こ
と
が
論
じ
ら
れ
て
い
る
が―
何
し
ろ
六
百
ペ
ー
ジ
も
あ
る
の
だ
か
ら！
―
紙
幅
も
尽
き
て
き
た
の
で、
こ
の
あ
た
り
で
筆
を
お
く
ことにする。
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